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「富岳NEXT」のための新建屋設計・施工・維持管理事業

第１回競争的対話の実施結果

「富岳NEXT」のための新建屋設計・施工・維持管理事業について、2026年3月23日（月）に実施した競争的対話の結果を公
表する。

競争的対話の結果は現時点での理研の考え方を示したものである。

2026年4月3日

国立研究開発法人理化学研究所



競争的対話の実施結果

資料名 見出し番号

1
施設整備費の提案
上限価格

募集要項

P3
第1章3.(8)
施設整備費の提案
上限価格及び維持
管理費の提案参考
価格

国際情勢等の状況により、施設整備費の提案上限価格が見直
される可能性はあるか。

前提として施設整備費の上限価格の変更は想定していないた
め、今後の競争的対話や質問回答を通じて、適切に意識合わ
せを行うことで、提案価格との乖離が起こらないようにした
い。そのため、対話や質疑の内容を踏まえた要求水準や性能
の調整を行うことを検討している。

2 実施スケジュール 募集要項
P4
第1章4.(2)
事業スケジュール

第2回競争的対話の実施スケジュールについて、1か月ほど後
ろ倒しにして頂きたい。もしくは、第3回競争的対話を創設し
て6月後半から7月初旬で実施して頂きたい。

実施スケジュールについては7月頃に第3回競争的対話を追加
し、提案書の受付締切を8月末まで延長する予定となる。

3 実施スケジュール 募集要項
P4
第1章4.(2)
事業スケジュール

提案書の提出締切日について、より確実な提案とするために
１週間ほど後ろ倒しにして頂きたい。

No.2の回答の通りである。

4 事業スケジュール 募集要項
P4
第1章4.(2)
事業スケジュール

事業スケジュールにある第1回競争的対話、第2回競争的対
話、第1回質問、第2回質問以外のタイミングで理研に質問を
行うことは可能か。

公平性の観点から、予定している対話等を除き、理研への接
触・質問は不可である。

5 応募者の構成 募集要項
P5
第1章5.(1)
応募者の構成等

施工業務の電気設備、機械設備業務について、協力企業が必
須となっているが、例えば、構成企業がゼネコンのみの場合
で、協力企業のサブコンの参加表明が必要となるか。

募集要項第1章5．(1）②表の協力企業「電気設備」、「機械
設備」の必須※1の記載を任意へ修正する。
当該企業の選定は、基本契約締結時の体制表の提出を以って
承認する予定である。

6
応募者の参加等要
件

募集要項

P8
第1章5.(3)
応募者の資格等要
件
①エ(ｱ)

技術上の管理及び総括を行う『管理技術者』に経験以外に公
的資格は必要か。一級建築士を有する意匠を担当する者を主
任技術者として配置した場合に、管理技術者にも一級建築士
などの公的資格が必要か否かを確認したい。

募集要項P8①エ(ｳ)に記載の通り、設計業務の管理技術者は一
級建築士の資格が必要となる。意匠を担当する主任技術者が
一級建築士資格を有する場合でも、管理技術者の資格が免除
されることはない。

7
応募者の参加等要
件

募集要項

P10
第1章5.(3)④
応募者の参加等要
件

全省庁統一資格でのランク（A、B、C）について、各ランクで
受注できる金額に上限があるが、今回の募集はその範疇にあ
たるか。

募集要項に記載の等級に格付けされている者であれば、本事
業における当該要件を満たすと判断する。

8
応募者の参加等要
件

募集要項

P10
第1章5.(3)④
応募者の参加等要
件

5,000㎡以上のデータセンターのプロパティマネジメント
（PM）業務のみの実績の場合は、本事業の要件に合致する
か。

PM(プロパティ・マネジメント)業務に、BM(ビルマネジメン
ト)業務を含まない場合は、本事業の募集要項に記載の実績要
件を満たさないと判断する。

9 応募者の変更 募集要項
P11
第1章5.(4)
応募資格の確認等

5/13の参加申請後も、変更届を随時提出することでコンソー
シアムの体制変更は受け入れられると考えて問題ないか。

募集要項第1章5．(4)②③の通り契約締結前までにおいて体制
変更することができる。その場合の手続きとしては、＜様式
18＞に加え変更理由を記載した「理由書」 （書式の指定な
し）を作成し、募集要項に記載の担当部署宛にメールにて提
出すること。
理由書に記載の内容を踏まえ、判断する。

No. タイトル
該当箇所

確認したい内容 回答案



10 リスク分担 募集要項
別紙1
リスク分担表

「調達リスク」及び「物価変動リスク」について、事業者側
がどの範囲までの負担を見込むべきか。物価の読めない変動
については、理研にて負担いただけるか。

リスクの分担については、募集要項別紙1リスク分担表及び各
契約書（案）の通りである。

11 リスク分担 募集要項
別紙1
リスク分担表

工期を勘案した場合、杭や設備機器等の先行発注が必要とな
るが、その点は認めて頂けるか。また、先行発注に係るリス
クはどのように考えれば良いか。

設計・施工一括請負契約締結後、理研側の承認により先行発
注可能である。先行発注に係るリスクは基本契約書（案）別
紙4、並びに、設計・施工一括請負契約書(案）第17条や第27
条等に基づき判断する。

12 リスク分担 募集要項
別紙1
リスク分担表

「事業期間中における施設瑕疵」について、設計・施工一括
請負契約書（案）43条における契約不適合責任期間との違い
を教示いただきたい。

本施設の契約不適合責任期間については、設計・施工一括請
負契約書（案）第43条の通りである。

13 リスク分担 募集要項
別紙1
リスク分担表

記載の不可抗力リスクの一定の範囲ついて、理研として想定
する具体的な範囲を教示いただきたい。

募集要項 別紙1リスク分担表は考え方を簡略表示したものと
なるため、詳細は、基本契約書（案）別紙4を確認すること。

14 リスク分担 募集要項
別紙1
リスク分担表

記載の許認可リスクについて、選定事業者が実施する内容へ
の理研の確認・捺印等の遅延起因となった際のリスク分担を
教示いただきたい。

選定事業者から常識的な範囲で締め切りの提示や確認期間が
設けられた上で、理研が正当な理由なく遅延するなど理研側
に責任があるものは理研負担となる。

15
事業終了後の引き
継ぎ

要求水準書
共通事項及び施
設整備編

P2
第1章4.
事業期間

2036年3月の事業終了後、建屋の解体を想定しているか。また
は、建屋を残置しHPC機器の入替を想定しているか。

建物やシステム全体は、一般的に想定される法定耐用年数程
度にわたり維持・稼働を続ける想定とする。
なお、本事業において、事業期間中に法定耐用年数または
メーカー推奨更新時期が来るものを除き、大規模修繕・更新
は本事業の対象外と考える。

16
統括管理業務の要
員配置

要求水準書
共通事項及び施
設整備編

P8
第2章3.(1)
基本的事項

「統括管理業務責任者等には、各個別業務に当たる事業者が
直接雇用する正社員を配置すること」とあるが、統括管理企
業を維持管理段階から維持管理企業に移行する場合でも上記
の条件は残るか。

統括管理企業を維持管理段階から維持管理企業に移行する場
合でも「維持管理業務責任者等には、各個別業務に当たる事
業者が直接雇用する正社員を配置すること」の条件は残る。

17
統括管理業務責任
者の配置

要求水準書
共通事項及び施
設整備編

P8
第2章3.(1)
基本的事項

統括管理業務責任者等について、代表企業が直接雇用する正
社員を1名以上配置することと記載があるが、代表企業のみが
統括管理業務責任者を配置できるという制限を無くす（構成
企業も統括管理業務を担当することができるようにする）こ
とは可能か。

統括管理業務責任者等（統括管理業務責任者及び統括管理業
務副責任者）のうち、代表企業が直接雇用する正社員を1名以
上と定めているのみであり、代表企業と構成企業から1名ずつ
配置することは可能となる。
なお、代表企業は構成企業の中から選定することとしてお
り、代表企業が担当する業務（設計、施工、工事監理、維持
管理）の規定はないため、DBO方式の効果が最も発揮できる企
業を代表企業に定めていただくことに期待する。

18
開発許可申請の手
続き

要求水準書
共通事項及び施
設整備編

P11
第3章4.(1)
立地条件

「開発許可申請及び手続き等が必要になる可能性がある」と
の記載があるが、どのような趣旨か。

開発許可申請が必要となる可能性が高いと認識しているが、
提案内容によっては、当該申請が不要となる可能性も考慮し
ている。
民間事業者のノウハウを活かした効率的な提案に期待する。



19
開発許可申請の手
続き

要求水準書
共通事項及び施
設整備編

P11
第3章4.(1)
立地条件

神戸市など個別行政への建築関連規定等の法令、インフラ引
き込みなどの行政協議について、相談の実施は可能か。

左記の理解でよろしい。

20 給水設備
要求水準書
共通事項及び施
設整備編

P11
第3章4.(2)
インフラ施設整備
状況

工業用水は、既存棟から引き込むべきか、本管から引き込む
べきか。

既存施設の改修時に独立して使用できるよう、供給元の本管
から独立して引き込むこと。

21 消火設備
要求水準書
共通事項及び施
設整備編

別紙1 P4
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

HPC室とストレージ室には、B火災の原因となる可能性のある
リチウムイオン電池等は設置されるか。また、消防協議によ
りB火災の想定が必要な場合は、強化液消火器の設置も許容さ
れるか。

リチウムイオン電池について、HPC室は室内温度が高く、スト
レージ室はUPSがあることから、これらの室への設置は想定し
ていない。
理研としては、粉末式消火器の設置は避けたいと考える。

22 設計外気条件
要求水準書
共通事項及び施
設整備編

別紙1 P5
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

設計外気条件について記載がないが、ASHRAE KOBE 2025 n=20
で想定してよいか。

左記の理解でよろしい。

23 室内設定温度
要求水準書
共通事項及び施
設整備編

別紙1 P5
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

ストレージ室の室内設定温度はASHRAE A1 Recommendと記載が
あるが、その下にストレージ室の室内温度はASHRAE A2規格と
いう記載がある。省エネの観点から設計条件はASHRAE A2と考
えてよいか。

ストレージ室の室内空調の設計条件はASHRAE A1 とする。

24 冷却方式
要求水準書
共通事項及び施
設整備編

別紙1 P5
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

HPC室に設置されるラックの冷却方式として、水冷方式と空冷
方式の比率に想定があれば開示は可能か。

大部分が直接水冷方式となることを想定している。

25
設備のメーカー及
び製造場所

要求水準書
共通事項及び施
設整備編

別紙1 P6
本施設の要求性能
5.(3)電気設備計画

導入する設備のメーカーや製造場所の指定や制限はあるか。

セキュリティ設備については、要求水準書 共通事項及び施設
整備編に記載の「責任あるサプライチェーン等における人権
尊重のためのガイドライン」に基づき、セキュリティ面で不
安のある国・メーカーの製品は避けること。
一方、その他の設備については上記の記載は適用していな
い。エネルギー効率等に資する設備等、提案に期待する部分
となる。
なお、具体的な導入機器は、契約締結後にも都度協議の上決
定することを想定している。

26 受変電設備
要求水準書
共通事項及び施
設整備編

別紙1 P6
本施設の要求性能
5.(3)電気設備計画

ストレージ室の受変電設備は2MWとあるが、ネットワーク系と
ストレージ系の比率に想定があれば教えていただきたい。

大部分はストレージ系が占める想定である。

27
施設管理要員の常
駐

要求水準書
共通事項及び施
設整備編

別紙1 P7
本施設の要求性能
5.(3)電気設備計画

ストレージ室に自家用発電機設備を設置し、被災後72時間の
連続運転を想定されているが、同時に理研の常駐人員も72時
間の常駐が求められるか。また、本事業内の施設管理要員の
常駐は求められるか。

災害時、計算機システムの管理者は既存の理研施設からのリ
モート監視体制を想定しており、災害発生後72時間の常駐を
求める想定はない。選定事業者の施設管理要員にも災害発生
後72時間の常駐を求める場合は別途緊急処理代金を支払う想
定とし、協議により、災害時に限り選定事業者の施設管理要
員に既存の理研施設への滞在を許可することも考えられる。



28
UPS（無停電電源装
置）

要求水準書
共通事項及び施
設整備編

別紙1 P7
本施設の要求性能
5.(3)電気設備計画

UPS設備の将来的な増設はどの程度を想定しているのか。 想定していない。

29 業務範囲
要求水準書
共通事項及び施
設整備編

別紙1 P7
本施設の要求性能
5.(3)電気設備計画

「各HPC室用サブ変低圧盤2次側へ、各HPC室10MWに対し必要数
量の600AF_MCCBを整備配置すること。」とあるが、サブ変低
圧盤2次側MCCB配備（電気室内）までが受託者側の所掌範囲
で、それ以降の計算機室内への盤設置や、計算機室までの配
線は含まないという理解でよいか。

左記の理解でよろしい。
サブ変低圧盤2次側MCCB配備（電気室内）までが選定事業者側
の所掌範囲であり、それ以降の計算機室内への盤設置や、計
算機室までの配線は含まない。
なお、計算機室内の盤の施設管理については本事業に含むも
のとする。

30 構内情報通信設備
要求水準書
共通事項及び施
設整備編

別紙1 P8
本施設の要求性能
5.(3)電気設備計画

構内情報通信設備において、「構内の配管数および想定する
配線数においては理研の指示に基づき実施すること。」とあ
るが、提案時である程度の配管数見込みを教授いただきた
い。

提案時は提案者のノウハウに基づき、一般的な想定により配
管数を提案すること。契約締結後、提案した計画に基づき、
調整・協議を予定している。

31 監視カメラ設備
要求水準書
共通事項及び施
設整備編

別紙1 P8
本施設の要求性能
5.(3)電気設備計画

監視カメラ設備において、「汎用性に考慮し、既存建物と同
水準以上の機能を満たすこと。」とあるが、既存建物の機能
について情報開示可能か。

既設建物の監視カメラ設備の開示可能な情報は別紙1に記載の
通りとなる。参考型番は下記を参照のこと。

＜参考：既存のカメラ型番＞
AXIS製
P3275-LV
P1465-LE	
P3275-LV
M2035-LE
P1465-LE+Maxiicopper	
P3275-LV
P1385
M1135MKⅡ
P3275-LV
P1387-LE

32 入退室管理設備
要求水準書
共通事項及び施
設整備編

別紙1 P9
本施設の要求性能
5.(3)電気設備計画

入退室管理設備において、「汎用性に考慮し、既存建物と同
水準以上の機能を満たすこと。」とあるが、既存建物の機能
について情報開示可能か。

既存の入退室管理設備に関する開示可能な情報は別紙1に記載
の通りとなる。

33 火災予兆設備
要求水準書
共通事項及び施
設整備編

別紙1 P10
本施設の要求性能
5.(3)電気設備計画

火災予兆設備において、「理研の指示に応じて必要により設
置すること。」とあるが、提案時では提案者側で想定して提
案するかたちでよろしいか。

左記の理解でよろしい。契約締結後、提案した計画に基づ
き、調整・協議を予定している。

34 業務範囲
要求水準書
共通事項及び施
設整備編

別紙2
諸室リスト及び要
求性能表

「各ストレージ室に500A以上のMCCBを整備すること」と記載
あるが、選定事業者側でストレージ室内MCCB設置までが所掌
範囲ということよいか。

サブ変低圧盤2次側MCCB配備（電気室内）までが選定事業者側
の所掌範囲となる。それ以降のストレージ室内への盤設置
や、ストレージ室までの配線は含まない。
なお、ストレージ室内の盤の施設管理については本事業に含
む想定である。



35 見学通路
要求水準書
共通事項及び施
設整備編

別紙2 諸室リスト
及び要求性能表

見学通路は「HPC室内のラックおよび冷却設備を見学できる構
造」「入口・出口が交錯しない一方向の見学ルート」「VIP対
応用の退避ルート」の条件となるが、これらは見学者動線全
体にわたり厳密に求められるのか、あるいは一部、運用上の
工夫による対応も許容されるのか、その適用範囲および要求
の程度を教示いただきたい。また複数室で構成されるHPC室は
全て、見学対象となるかについても教示いただきたい。 今回
の施設における見学者数、見学頻度、回転数等の運用想定が
あれば教示いただきたい。

当該条件は、見学者動線全体として求めるものである。加え
て、見学通路はHPC室の全室が見学できる計画が望ましい。
現時点において決まった見学はないが、理研の最先端の取組
み・研究を周知・広報する観点から、一般市民だけでなく国
内外の研究者等の見学を想定している。
なお、参考として、既存棟の見学としては概ね平日毎日1,2名
から数十名程度の見学者が訪れている。

36 担当者の配置
要求水準書
共通事項及び施
設整備編

別紙3 業務範囲一
覧表

計算機運用について、平常時の運用、並びに商用電源断や災
害時のストレージ室の保持やHPC室の計算機維持のための運用
について、研究者や専門エンジニアがどの程度の人員数がど
のように行動されるのか教示いただきたい。

平常時、研究者が本施設に常駐する予定はないが、計算機シ
ステムの管理者（エンジニア等）4名程度が平日に施設に常駐
する想定とする。
研究者は、隣接する既存の理研施設に滞在し、またはリモー
トにて研究情報の取得を行う想定である。
また、計算機システムの管理者は、研究者へ必要なデータを
提供するため、システムから情報を取り入れる作業を行うも
のとなる。

37 業務範囲
要求水準書
共通事項及び施
設整備編

別紙3
業務範囲一覧表

ヘッダー以降の冷却水循環ポンプは本事業の範囲外となる
か。

冷却塔から屋外の往還ヘッダーに至るまでの範囲は、冷却水
循環ポンプを含め本事業内に含まれる。

38 業務範囲
要求水準書 施
設整備編

別紙3
業務範囲一覧表

ストレージ室のチラー・ポンプは本事業の範囲内となるか。
ストレージ室用の冷却塔から屋外の往還ヘッダーに至るまで
の範囲は、冷却水循環ポンプを含め本事業内に含まれる。

39 災害時の対応
要求水準書　維
持管理編

P2
第1章5.(2)
災害時における維
持管理の基本方針

記載の災害等の発生が予測される場合の予防対策について、
予測された場合は施設管理要員の待機など、理研の要望があ
れば教示いただきたい。

主な発生時期が予測される災害のうち、規模の大きな台風が
予想される場合は、施設管理要員に待機を依頼する場合があ
る。

40 災害時の対応
要求水準書　維
持管理編

P2
第1章5.(2)
災害時における維
持管理の基本方針

これまで既存棟にて発生した災害起因の被災内容、その際の
課題、改善要望点があれば教示いただきたい。

2018年の台風では建屋漏水、海水の巻き上げによる塩害等が
発生した。その際は当日又は後日、施設管理要員が拭き取り
対応等を実施している。
なお、現状では、課題や改善要望点は特にない。

41
維持管理業務の要
求水準

要求水準書　維
持管理編

P3
第2章2.
共通事項

「2.共通事項」に記載の建築保全業務共通仕様書について
は、最新版を参照するように指示されているが、改定され、
公募時と維持管理事業開始時の仕様書が一致しなくなった際
は、公募時の仕様書に基づき事業を進めるという理解で間違
いないか。
もし、事業者選定後の改定にも対応する場合、必要な費用に
ついては都度協議に応じて頂けるという理解でよいか。

原則として、常に最新版を参照し業務を実施すること。
なお、事業契約締結後の改定により著しい影響が発生する場
合は、募集要項別紙１「リスク分担表」及び各契約書等に基
づき協議に応じる予定である。



42 清掃・警備業務
要求水準書　維
持管理編

P3
第2章2.
共通事項

記載の清掃、警備業務について、既設建屋は理研と各業者に
て直接の契約をされているか教示いただきたい。また既設建
屋分と今回新設建屋分を包含した提案の可否、現委託先の業
者の紹介可否についても合わせて教示いただきたい。

既存の理研施設の清掃・警備業務については理研との直接契
約となる。
神戸地区の西エリア、東エリア、南エリアにそれぞれ建物が
あり複数の研究センターが建物を利用している。清掃、警備
業務についてはいずれのエリアも日本管財㈱が受注してい
る。
なお、本施設を包含した提案を妨げるものではない。

43
維持管理業務の業
務範囲

要求水準書　維
持管理編

P3
第2章3.(1)①
建築物保守管理業
務
ア業務内容

記載の建築物各部位の修繕及び更新等について、理研として
想定する具体的な対象範囲があれば教示いただきたい。また
維持管理において建築工事に該当する業務の所掌が理研と選
定事業者のどちらになるのかも併せて教示いただきたい。

要求水準書に記載以上の具体的な対象範囲の想定は無い。
なお、選定事業者側の契約不適合責任部分を除き、大規模修
繕・更新工事、その他建設工事に該当するものは本事業の対
象外と考える。

44
建築設備保守管理
業務

要求水準書　維
持管理編

P4
第2章3.(1)②イ
業務の対象範囲

記載の維持管理業務対象設備と計算機システムの責任分界点
を教示いただきたい。選定事業者にて施工した設計/施工した
設備が維持管理業務の対象との認識で間違いないか。

左記の理解でよろしい。

45
建築設備保守管理
業務

要求水準書　維
持管理編

P4
第2章3.(1)②イ
業務の対象範囲

記載の夜間休日に連続運転させる必要がある設備について、
理研として想定する具体的な設備について教示いただきた
い。

基本的にすべての設備を夜間休日に連続運転させる必要があ
る。
理研の職員がいつ訪れても建物を利用できる状態として頂き
たいと考える。

46
維持管理業務の業
務範囲

要求水準書　維
持管理編

P4
第2章3.(1)③
什器・備品等保守
管理業務
イ業務の対象範囲

記載の別途理研にて調達される什器・備品の具体的な内容を
教示いただきたい。

理研が別途調達する什器・備品は、要求水準書（共通事項及
び施設整備編）別紙2に記載の通り、HPC室・ストレージ室・
計算機設備監視常駐室・警備員控室・清掃員控室、設置が
「任意」となる室に設置する机椅子程度の什器を想定してい
る。維持管理において選定事業者側が必要な備品（PCを含
む）は選定事業者側として準備すること。

47 安全衛生管理業務
要求水準書　維
持管理編

P5
第2章3.(1)④
安全衛生管理業務
エ(ｱ)

記載の室内空気環境測定及びフロン類の漏洩簡易点検につい
て、理研として想定する指示頻度があれば教示いただきた
い。

室内空気環境測定及びフロン類の漏洩簡易点検については法
令に則り実施すること。
法令以上の頻度を求める場合については、選定事業者と理研
による別途協議によるものとする。

48 安全衛生管理業務
要求水準書　維
持管理編

P5
第2章3.(1)④
安全衛生管理業務
エ(ｲ)

記載の設備運用に係る機器の定期清掃並びに害虫駆除につい
て、既設建屋ではどの程度の頻度で実施されているか、また
現在の頻度への改善要望点があれば教示いただきたい。

既存の理研における定期清掃及び害虫駆除の状況は以下の通
りである。

定期清掃：年2回（清掃品質の均一化）
害虫駆除：年2回（春季および秋季を基本として実施。また、
発生が確認された場合には、その都度対応）

また、具体的な改善要望はない。



49
外構施設維持管理
業務

要求水準書　維
持管理編

P5
第2章3.(1)⑤
外構施設維持管理
業務

記載の外構施設維持管理業務の対象外とされている植栽につ
いて、既設建屋では清掃業務に含まれているか、また清掃業
務を提案する場合は植栽を含める必要があるか教示いただき
たい。

既存の理研施設については、清掃業務ではなく植栽管理業務
にて別途「アイサービス」
(https://careecon.jp/company/co9873805032)が実施してい
る。
なお、清掃業務の提案に植栽を含めることを妨げるものでは
ない。その場合は、その場合は提案価格がそれぞれ分かるよ
うに記載すること。

50
維持管理業務計画
書

要求水準書　維
持管理編

P6
第2章3.(2)
業務計画

維持管理業務計画書は「作業計画」、「長期業務計画」、
「年度業務計画」から構成されると記載されているが、各計
画は提出時期が異なることから、個別に提出するという解釈
でよいか。

左記の理解でよろしい。

51
維持管理業務計画
書

要求水準書　維
持管理編

P6
第2章3.(2)
業務計画

維持管理業務計画書の「作業計画」は毎日実施する定常的業
務においても作業前に提出が必要か。
例）前日までに翌日の巡回ルート、巡回監視作業予定等の出
勤者予定者全員の行動予定を提出する。

毎日実施する定常的業務等において、同一の作業内容やまと
めて表示が可能な作業については、初回の「作業計画」に記
載することで、都度提出は求めない。
効率的な運用のため、日次での提出以外の方法について提案
も受け入れる。
ただし、年度の切り替わり時には、改めて「作業計画」の提
出を要する。

52 用語の定義
要求水準書　維
持管理編

P7
第2章4.(1)
用語の定義

記載の保守定義とされている『軽微な作業』について、理研
として想定する判断基準があればご教示いただきたい。

軽微な作業・修理・工事とは、専門の業者を手配せずに施設
管理要員が自ら対応する消耗品の交換・補修材を用いた作
業・修理・工事とする。

53 ベンダーとの調整
要求水準書　維
持管理編

P7
第2章4.(2)①
運転・監視、点
検、保守の範囲と
その記録・報告

記載の計算機システム側の要求について、理研として想定す
る具体的な要求内容を教示いただきたい。

計算機の運用方法によっては、電力変動が大きいため、計算
機運用に伴う電力の開閉、圧力設定、冷却設備との協調的な
運転等を想定している。その際、建物側設備のベンダー対応
が必要なものは、本事業に含むものとする。なお、計算機側
のベンダー対応となるものは本事業の対象外となる想定であ
る。
現在の「富岳」に対して「富岳NEXT」は負荷への追従性が改
善される想定であるものの、問題が生じる可能性は否定でき
ないため、適切な監視体制の確保に期待をする。

54
維持管理業務の要
求水準

要求水準書　維
持管理編

P8
第2章4.(2)④
保守・故障修理記
録簿の整備

④保守・故障修理記録簿の整理における、別途業者は要求水
準書等に記載の選定事業者が保守を行う建物・機器に対し、
理研側で発注したものが対象となるか。それとも保守対象外
の物に対する記録簿も管理する必要があるか。

理研側で発注した建物・機器が対象となる。ただし、現在に
おいて警備・清掃を除き、保守・故障修理として理研側で発
注を予定するものはないが、今後発生する場合は協議とす
る。

55
保守・故障修理の
記録簿

要求水準書　維
持管理編

P8
第2章4.(2)④
保守・故障修理記
録簿の整備

記載の別途業者（理研が発注した業者を含む。）の保守・故
障修理について、理研にて別途発注される保守・故障修理の
具体的な内容を教示いただきたい。

現在において、理研が別に契約する警備業務・清掃業務を除
き、別途保守・故障修理として特別発注する予定はない。
対応事項が生じた際の記載である。



56
非常時・緊急時の
対応

要求水準書　維
持管理編

P8
第2章4.(2)⑦
非常時・緊急時に
おける対応

記載の非常時・緊急時の「1次対応は選定事業者にて行う」に
ついて、理研として想定する1次対応の範囲を教示いただきた
い。合わせて1次対応以降の費用負担、対応スキームについて
の理研として想定する内容を教示いただきたい。

非常時・緊急時の一次対応としては、「状況の把握」、「関
係者及び関係機関への連絡」、「二次災害の防止」等の一般
的な初動対応を想定している。
一次対応以降の費用負担については、軽微な修理や選定事業
者の責任における水準未達等を除き理研負担とする。

57 臨時作業
要求水準書　維
持管理編

P8
第2章4.(2)⑦
非常時・緊急時に
おける対応

記載の「運転・監視、点検、保守」関連以外の臨時作業につ
いて、理研として想定する具体的な臨時作業内容を教示いた
だきたい。

要求水準書（維持管理編）第2章 4(2)⑦の表に記載以上の具
体的な想定はない。
なお、業務時間外の緊急作業等で生じた費用の清算は協議を
経て適切に行う予定である。

58
維持管理業務の要
求水準

要求水準書　維
持管理編

P9
第2章5.(1)別契約
業者の業務立会
い、別契約業者と
の調整及び各種イ
ベントの協力

「5.その他維持管理に必要な業務」における①にて別契約業
者の作業に対する立会いが記載されているが、平常時におけ
る体制の中で対応できない立会いについては、理研側で別途
その費用を負担いただけるという事で間違いないか。例）立
会いにより通常業務に支障が出る場合、深夜・早朝などにお
ける立会い、長時間拘束される立会い等。

平常時において、要求水準に記載の必要人員以上が発生する
ような立会いを求める予定はない。
深夜・早朝において立会いを求める場合や、要求水準以上の
人数の立会いを求める場合は、時間外手当等の対応を想定し
ている。

59
各種イベントの対
応

要求水準書　維
持管理編

P9
第2章5.(1)別契約
業者の業務立会
い、別契約業者と
の調整及び各種イ
ベントの協力

記載の各種イベント（見学対応等）について、理研として想
定するイベント頻度、選定事業者への具体的な協力依頼内容
を教示いただきたい。

平日は要求水準書に記載の範囲で対応いただく範囲程度と考
えている。
年1回の一般公開（休日開催）については、平日日中同様の施
設管理対応をいただきたい。その他の決まった予定のイベン
トはないため、四半期に1回程度で一般公開同様の対応が生じ
ることを想定して頂きたい。ただし、いずれのイベントにお
いても当日のアテンド等は必要なく、施設管理業務に注力い
ただくものである。
詳細は契約締結時や履行期間中の随時協議によるものとす
る。

60
維持管理業務の要
求水準

要求水準書　維
持管理編

P10
第2章5.(2)
施設内における修
理依頼対応作業

「軽微な修理・工事」、及び、「施設内における修理依頼対
応作業」における軽微な修理とは、専門の業者を手配せずに
施設管理要員が自ら対応する消耗品の交換・補修材を用いた
修理程度という認識でよいか。

No.52の回答の通りである。

61 苦情への対応
要求水準書　維
持管理編

P10
第2章5.(3)
苦情への対応

記載の利用者から寄せられた維持管理に関する苦情、選定事
業者の本業務範囲外に関する苦情について、既設建屋にて過
去生じた苦情があある場合は内容を教示いただきたい。

過去にはトイレのつまり多発の事態が生じていた。
苦情ではないが、冷却塔からあがる白煙が火災と誤認され、
消防署に通報される事態はあった。

62
維持管理業務の費
用負担

要求水準書　維
持管理編

P10
第2章6.(1)③
維持管理業務に係
る負担

維持管理業務計画書に記載していない修繕・更新が必要と
なった場合の費用負担は理研側と選定業者側どちらになるの
か確認したい。

維持管理業務計画書に記載されない業務についても、要求水
準書の業務範囲内は選定事業者の費用負担となる。



63
事業終了後の引き
継ぎ

要求水準書　維
持管理編

P11
第2章7.(2)③
事業期間終了後の
措置

記載の本業務が終了する時点においも、要求水準を満たす良
好な状態の保持について、理研として想定する具体的な基準
があれば教示いただきたい。

「富岳NEXT」の運転・稼働において支障がなく、建屋につい
て経年劣化以上の明らかな劣化がない状態を想定している。
事業期間中は法定耐用年数またはメーカー推奨更新時期が来
るものを除き、大規模修繕・更新は本事業の対象外である。

64 用語の定義
要求水準書　維
持管理編

P11
第2章7.(1)
本業務に関する包
括的な質の設定

指標にある『重要施設』の具体的な対象範囲を教示いただき
たい。

受変電設備、冷却設備、空調設備、発電機等、「富岳NEXT」
を運用するにあたり稼働が必要な施設設備を想定している。

65
冷熱･電力の安定供
給体制

要求水準書　維
持管理編

P11
第2章7.(1)
本業務に関する包
括的な質の設定

重要施設の運転停止【20分以内に復旧】の時間計測の起点を
教示いただきたい。

時間計測の起点は、中央監視システム等の記録に基づくもの
はその記録の時間から、記録のないものは選定事業者が連絡
等を受けた時間からとする。
ただし、一概の基準で整理出来ない事態も想定されるため、
その場合には協議によるものとする。

66
冷熱･電力の安定供
給体制

要求水準書　維
持管理編

P11
第2章7.(1)
本業務に関する包
括的な質の設定

停電時の常用電気での重要施設への運転切り替え【30分以内
に完了】と判断する状態を教示いただきたい。

停電時の常用電気での重要施設への運転切り替え【30分以内
に完了】と判断する状態は、電源系統の切替完了時とする。

67
冷熱･電力の安定供
給体制

要求水準書　維
持管理編

P11
第2章7.(1)
本業務に関する包
括的な質の設定

夜間・休日におけるKPI適用は同じように適応されるのかを教
示いただきたい。要求水準書では夜間・休日の常駐不要や駆
け付け体制の考え方が示される一方、KPI（20分／30分）は時
間要求が厳しいため、夜間・休日に同一基準で適用されるか
どうかで運用体制の前提が変わると考える。提案時の体制計
画と評価基準の齟齬を防ぐため、夜間・休日のKPI適用の考え
方を確認したい。

要求水準書（維持管理編）第2章 7(1)に記載の時間は、平日
の日中を指す。また、夜間・休日は120分以内の駆け付けを要
求水準として設定している。なお、夜間・休日の駆け付け後
の復旧作業は7．(1)に記載の時間を目標値として対応頂きた
い。選定事業者のノウハウ活用により、早期の復旧等が実現
する提案に期待をする。
よって、効率的な提案を期待する観点から、夜間の配置は必
須としない想定となる。
ただし、夜間・休日においても選定事業者の責任で生じた明
らかな対応遅延は、水準未達と判断する場合がある。

68
冷熱･電力の安定供
給体制

要求水準書　維
持管理編

P11
第2章7.(1)
本業務に関する包
括的な質の設定

KPIに関して、設計条件に起因してKPI達成が困難な場合（UPS
や非常用発電機によるバックアップ電源がない設備が存在す
る場合など）の整理を教示いただきたい。

現状、達成困難なKPI設定の想定はない。
なお、具体的な考え方は、選定事業者の提案を踏まえて協議
を行うものとする。

69
維持管理業務の要
員配置

要求水準書　維
持管理編

P12
第2章8.(2)
要員配置

施設管理要員や電気主任技術者において、年次有給休暇の取
得等は可能か。

左記の理解でよろしい。ただし、施設管理要員や電気主任技
術者が不在の場合は、要員配置を満たすよう、代務者を配置
すること。

70
維持管理業務の要
員配置

要求水準書　維
持管理編

P12
第2章8.(2)①
要員配置

「（2）要員配置　①」にて「夜間は要員配置不要」と記載さ
れているが、P11ページの「7．業務の質の設定（1）」にて
「20分以内の復旧」などの要件があることから、事実上、夜
間に技術員の配置を求められているということか。

No.67の回答の通りである。



71
施設管理要員の配
置

要求水準書　維
持管理編

P12
第2章8.(1)①
要員配置

記載の業務責任者及び業務副責任者の履行期間中の交代につ
いて、提案書提出時から維持管理業務開始時点の交代含め、
同等以上の資格・実績保有者であれば、交代は基本的に可能
との認識で宜しいか教示いただきたい。

維持管理業務の開始段階においては、理研との協議により、
同等以上の資格・実績保有者であれば担当者の変更は可能と
する。
それ以外においては、やむを得ない事情を除き、変更は認め
ない。

72
施設管理要員の配
置

要求水準書　維
持管理編

P12
第2章8.(2)①
要員配置

記載の施設管理要員の常駐は必須とせずについて、緊急時の
駆け付けを考慮し、24H365日の常駐を提案することは可能か
教示いただきたい。

施設管理要員の24時間365日の常駐の提案を妨げるものではな
い。

73
施設管理要員の配
置

要求水準書　維
持管理編

P12
第2章8.(2)①
要員配置

記載の緊急時120分以内の駆け付けについて、120分を超過し
た場合のペナルティの有無について教示いただきたい。また
ポートアイランドへの道路が通行止めとなり駆付けが困難な
場合は免責と頂けるかについても合わせて教示いただきた
い。

要求水準未達に対する対応は基本契約書（案）別紙2に基づき
判断を行う。
不可抗力による本施設への駆け付け困難時は、事業者の責に
よる水準未達とはならないと考える。ただし、予めポートア
イランドへの交通が封鎖されることが周知されている場合
等、明らかに予期可能な事象については対応が可能と判断
し、不可抗力によるものとは認めない。

74
維持管理業務の要
員配置

要求水準書　維
持管理編

P12
第2章8.(2)③
要員配置

「（2）要員配置　③」にて要員配置は全て、選定事業者のも
との直接雇用の正社員で無ければならないとあるが、SPCを組
成した場合は、構成企業の社員であれば良いという理解でよ
いか。

左記の理解でよろしい。

75
維持管理業務の要
員配置

要求水準書　維
持管理編

P12
第2章8.(2)③
要員配置

要員配置は全て正社員とあるが、構成企業以外に協力企業か
らの配置も認められるか。

左記の理解でよろしい。募集要項・要求水準書に記載の要件
を満たす範囲で、協力企業も含む体制とすることは差し支え
ない。

76
事業終了後の引き
継ぎ

要求水準書　維
持管理編

P14
第2章13.
事業終了後の引き
継ぎ

「13.事業終了後の引継ぎ」については、（5）引継期間中に
法令及び本要求水準書に定める教育訓練を全ての要員に行う
こと、（6）引継期間中に本要求水準書に定める平日の業務を
全ての要員が経験することと記載あるが、これらは、（4）に
て「新たに受注する者が業務引継計画書を作成する」とある
ことから、選定事業者はその計画に従い引継ぎを行うのみで
（5）、（6）の要件は新たに受注する者に課された責務とい
う解釈で間違いないか。

左記の理解でよろしい。
ただし、「新たに受注する者」が正しく引継ぎできるように
するため、選定事業者でも業務引継計画書の作成段階から全
面的な協力を要するものと考える。

77
事業終了後の引き
継ぎ

要求水準書　維
持管理編

P14
第2章13.
事業終了後の引き
継ぎ

建物やシステム全体は更新をして、何年くらい維持して使い
続ける方針か。

No.15の回答の通りである。

78
維持管理業務の選
定基準

優先交渉権者
選定基準

別表

記載の各評価基準について各項目配点が設定されているが、
維持管理業務について提案価格・業務品質の確保・維持管理
上の連携・リスク対応の点について、理研が最も重要とされ
る項目があれば教示いただきたい。

重要項目の考え方は、優先交渉権者選定基準の事業内容に関
する評価基準採点区分の配分の通りである。
また、維持管理費の提案価格が参考価格から大きく超過する
場合は事業継続が困難とため、提案価格には配慮願いたい。



79 ベンダーとの調整
優先交渉権者
選定基準

P9
別表3.3-1.
維持管理業務（日
常）

記載の計算機設備との連携・制御等について、既設計算機設
備では維持管理業務に対してどのような連携・制御等が行わ
れていたか教示願いただきたい。またその中で課題点や改善
要望点がある場合は合わせて教示願いただきたい。

No.53の回答の通りである。

80
様式集の記名・押
印

様式集 -
各提出様式の記名押印欄の記名・押印は、社長以外の支店長
名義で認めて頂きたい。

別途委任状を提出することで可とする。委任状の書式は任意
とし、提出は募集要項 第1章 25．担当部署とする。

81 応募者の構成 様式集
様式7
参加表明書

設計業務を共同事業体で行う場合は、共同企業体間の協定書
を提出する必要はあるか。

左記の理解でよろしい。

82 応募者の構成 様式集

様式12
設計に当たる者の
資格要件に関する
書類

設計業務を複数企業で実施する場合は、設計JVを認めていた
だくことは可能か。もしくはいずれか一方の業務実績で認め
ていただくことは可能か。また、管理技術者、主任技術者は
いずれか一方から適宜配置することで良いか。

設計JVを認める方向で検討を行う。ただし、認める場合の手
続きは相当の期間を要するため注意が必要である。

83 提案書の記載方法 様式集
様式24
価格提案書

造成工事に係る費用は、様式24-2（提案価格の内訳）におけ
る(1)施設整備費に含めて提案することでよいか。

左記の理解でよろしい。

84 提案書の記載方法 様式集
様式24
価格提案書

提案価格は応募者独自の積算で問題ないか。公共建築工事積
算基準等に置き換えて提示する必要があるか。

提案価格は応募者独自の積算でよろしい。
ただし、契約締結後の調整等においては協力を求める場合が
ある。

85 提案書の記載方法 様式集
様式24
価格提案書

提案価格として記載する維持管理費（年間）は、維持管理期
間の年平均の記載で良いか教示いただきたい。また維持管理
費の総額の別途記載は不要かも教示いただきたい。合わせて
清掃/警備を提案差し上げる場合の費用記載先を教示いただき
たい。

維持管理費の提案価格は、維持管理の業務期間中の年平均の
記載でよろしい。また、総額の記載は不要である。
なお、本事業の対象外とされている警備業務・清掃業務等を
提案する場合は、それぞれの提案金額が分かるように、様式
24-1、24-2に別枠を設けて記載すること。

86 協力企業への委託
維持管理業務委
託契約書（案）

P4
第5条（一任委任又
は一括下請の禁
止）

参加表明時に協力企業を記載した際は、落札の際に協力企業
への委託は承諾されているという認識で間違いないか。

参加表明時に協力企業の記載を以って協力企業の委託を承諾
するものではない。協力企業の承諾については、基本契約締
結後に体制表を提出いただく予定である。

87
契約金額の支払い
時期

維持管理業務委
託契約書（案）

P7
第21条（契約金額
の支払い）

第21条（契約金額の支払い）において、支払頻度が明記され
ていないが、維持管理業務においては、年間業務完了後の翌
年度に「前年分の金額を一括」で支払いされるという理解で
間違いないか。また、発注者による業務確認結果通知書は、
水準未達が無かった場合、年度報告書を提出後、どのくらい
で発行される見込みか。

支払頻度は年1回、支払時期は当該年度業務完了後の請求書受
理の翌月末払いを想定している。ただし、選定事業者の要望
に応じて年度内の分割払いも検討が可能である。詳細な支払
条件は、契約調整段階での協議を想定している。
また、業務確認結果通知書は、要求水準未達がない前提で、
年度報告書受領後、翌月末払いを前提とした時期に発行する
ことを見込んでいる。

88 業務範囲 配布資料4 単線結線図 単線結線図の点線範囲内は事業範囲内か。
配布資料4「単線結線図」に記載の点線の範囲は、本事業の範
囲内とする。



89 再エネ設備 - -

文部科学省で2050カーボンニュートラルを掲げており、再エ
ネ設備を設置できるようにすることとあるが、将来的に設置
は想定しているか。設置される場合は維持管理費用も変わる
と想定する。

現時点において具体的な計画はないが、国の施策等に応じて
設置を検討する可能性がある。そのため、将来の社会情勢や
技術革新を見据えた提案に期待する。なお、その際の維持管
理費については、協議により決定するものとする。

90
物価変動等による
改定

- -
統括管理業務における賃金又は物価の変動に基づく契約金額
の変更についての考えを教示いただきたい。

統括管理業務等については契約金額改訂を想定して事業契約
締結を行うものとする。

91 付加提案 - -
本事業において発生する残土を、本事業の敷地内に置いて残
土処分費を削減する提案は可能か。

要求水準を満たすことを前提に可能とする。

92 付加提案 - - 電力調達の提案を行うことは可能か。
提案を妨げるものではないが、特別な理由がない限りは本事
業に組み込むことは難しいと考える。


